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1．研究課題

デジタル技術の革新とともに従来では不可能であった膨大かつ精繊な情報

と知識が時間と空間を超えて移動可能となり，そして共有可能となってきた。

このことは，科学技術知識生産能力の国際的・地理的分散化を促進する技術的

基盤をも創出してきたと同時に特定企業への研究技開発能力の集中化の要因
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[論文］日米企后業の研究開発の国際化はどの程度まで進んでいるのか（林）

にもなってきたように」LAわれる。こうした技術的環境変化と市場のグローバル

化は各国企業による'１ﾐ産活動の国際化のみならず，研究技術開発活動の国際

化を進展させてきた。こうした流れの中で，従来の研究開発の国際化に関する

議論は，企業，とくに多国籍企業が海外に研究開発拠点を設けて研究開発活動

を遂行する傾向が高まるにつれてより活発に論じられてきた。

1970-1980年代における研究開発の国I祭化に関する議論は，米系多同籍企業

による海外研究開発iili動に関する実証研究（Mansfield,Ｅ，ＡＲｏｍｅｏｅｔａｌ，

1979,1984;MansfieldE,DTeeceet.a1.,1979;CreamerD.,1976;Behrman,Ｒ､,ｅｔ．

a1,1980）等，が兇いⅡ)されてきてはいたが，いまだ多lK1籍企業本国拠点から

海外拠点への技術移転にともなう海外拠点の技術開発能力の向上に関する論点

も重要な位置を占めていた（Lall,S，1976;広田，1985,1986;菰田，1987;林，

1987,1989))。ただしＩＢＭ社のようにすでにこの時点で'五1際的な研究開発

体制を構築しているｻﾄﾞ例や，先進同海外研究開発拠点から本国への新規技術の

逆移転の事例も指摘されていた（reversetechnologytransfer）（Leroy,Ｇ，

1978;Mansheld,Ｅ,ＡＲｏｍｅｏｅｔａ1.,1984;Shanrokhi,Ｍ､,1984;林，1989)。

1990年代以降になると，欧米系を中心とした各国多ＩＥＩ籍企業による海外拠点

における研究開発柄動に関する調査研究が多く見出されるようになってきた

(HakansonandZander1988;PatelandPaviLl991;PearceandSingh,1992；

HakansonandNobeLl993;Cantwell,1995)。ロ系企業による海外拠点の研究

開発活動に関するより詳細な研究成果も著作として刊行されてきた（岩田

1994,2007；高橋，2000；「|'原，2001)。しかもそれらの論点は，海外研究開発

拠点における研究開発費や研究開発人員の視点からのいわゆるインプットの側

面，あるいは研究開発活動の成果としての新製品や特許等々のアウトプット

等々の側面と同時に次第に技術的知識の流れがもはや海外研究開発拠点と本

国，そして海外拠点|川の双方向化することによって，いわゆるＲ＆Ｄlinkage

やＲ＆Ｄネットワーク化ももはや無視しえない位置を,A｢めてきた（KAsakawa

l9962001；MedcofJ.,2001；Roberts,Ｅ,2001；MSerapio＆THayashi，2004；

THayashiandSerapio,Ｍ,2006)。
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さらに科学技術的知識の創造と移転が「人」の移動を通して進むことに

よって，研究技術開発能力の分散化が従来の先進国間におけるのみではなく，

いわゆる新興'五|を含むグローバルな規模で進展してきている点，特に新興国か

らの，，BrainDrainからBrainCirculation"の論点にも注１１が集まってきた

(SaxenianA,2005;林，2007)。

2010年時点における米系多国籍企業による研究開発費は米国内で2,125億ド

ル，海外の過半数所有子会社の研究開発が395億ドル，合計2,520億ドルであっ

た。したがって，これら海外子会社の研究開発費は全体の15.7％を占めていた

ことになる（ＮＳＢＳ＆EIndicators2014)。1985年の同数値は６％（NSB

1996）であったからここ25年で米系多国籍企業による海外研究開発費は約１０ポ

イント上昇したことになる。こうした傾向は特に国内市場よりも海外市場に

依拠する程度が高いヨーロッパ諸国ほど顕著に見いだされる。例えば，2007年

現在，スイスの国内Ｒ＆Ｄ費に対する海外Ｒ＆Ｄ費は130％，スウェーデンは

40％，ドイツも20％の高い水準となっている（EuropeanCommission2012)。

日系主要企業の欧米における海外主要研究開発拠点による現地国の研究開発

能力の活用と}１本本国の研究開発能力（absorptivecapacity）との関係`性調査

も成されてきた（Asakawa,Ｋ,2001;SongJ.,Aasakawa,Ｋ,ｅｔ.,ａ1,2011)。

そして2010年代に入ると，多ＩＲＩ籍企業海外子会社の研究開発活動も国際化し

てきている点に関する議論も登場するに至っている（Iguchi，Ｃ，2011)。しか

しながら，こうした研究開発活動の国際的展開が進んできているにもかかわら

ず，日系企業による研究開発活動の国際的展開は遅々として進んでおらず，｜］

系企業の研究開発活動が１１本国内の系列企業内の共同研究の枠内にとどまって

いることも指摘されている（Cantwel1,J.,ａｎｄＺｈａｎｇＹ,2006)。

同様に，規模や範閉の経済１ft，海外での研究開発活動に伴う調整コスト，さ

らには知的財産権（IPR）の保護の程度等々の諸要因に規定されて，依然とし

て研究開発活動が本国にバイアスがかかる傾向にある点も無視しえない要因と

して指摘されている（Asakawa,Ｋ,2001;Belderbos,Ｒ,ｅｔ.,ａＬ２０１３)。また米

系製薬企業の分析から，研究開発の国際化それ自体は有効ではあるが，技術戦
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[論文］ロ米企業の研究開発の腿|際化はどの程度まで進んでいるのか（林）

lWI9には技術紘新プロセスには限定した海外ｲﾘ｢究ＩｊＨ発拠点からの知識移転に限

定する必要'性も指摘されている（Kotabe,Ｍ,ｅｔａＬ,2007)。

それにもかかわらず，ここで留意する必要がある点は．デジタル技術を基盤

とするインターネットと検索技術の進化と世界的普及によって．知識の移転と

創出が"Ｔｉｍｅ＆Space,,を超えて可能となり，産業基盤の技術体系に占めるソ

フウエアの重要'性を高めてきた点にある。このことは，いわゆる技術体系のパ

ラダイムシフトと同時に単に知識の移転・創出を地理的に分散化させる要因

となるのみならず，それを戦略的に活用することができる企業，国々への研

究・技術開発能力を集中化きせうる要因にもなることを意味する（林・中山

2018a，林，2018b)。

こうした研究開発活動の国際化に関する従来の研究は，研究開発活動に伴う

研究開発費や研究開発人員数等のインプットからの視点，ないしは成果として

のアウトプットの視点，そして現地調査に基づく研究開発活動の質的レベルや

知識創造のマネジメントおよび組織に関する視点等々からなっている。

それに対して，本論文では，米国多国籍企業の本国内研究開発拠点において

研究開発活動に従事する外国籍研究者・技術者の果たしている役割がもはや無

視しえない程度にまで至っていることに注目している。仮に，海外からの外国

籍研究者・技術者が多国籍企業本国（本論文では米国）に留学後も引き続き米

国に滞在し日然科学分野の高度職業人として研究開発活動に従事し続けてい

る場合には，米国多国籍企業は海外の優れた研究・技術開発人材を求めて，国

境を越えて海外に研究開発拠点を設ける必要'性はその分低下することになる。

そこで本論文では，こうした米国国内在住の外国籍研究者・技術者が科学技

術論文の著者や米国特許の発明者として相当程度貢献していることに着目し

かれらの研究開発活動の成果を研究開発の国際化に含めた場合には，米国企業

の研究開発IK1際化はどの程度になるかを検証している。とりわけ'993年以降，

2017年に至る24年間にわたって，米国特許取得件数で常に最上位の位置を占め

続けてきたIBM社の発明者所属機関国籍を検索する手法によって研究・技術

開発の国際化の水準を検証していく。そしてli1時に１１本企業の中で，米国特
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許取得件数上位５位以内を32年間（1985年～2017年）維持し続けているキャノ

ン社の事例から，同社の米国特許および日本特許の発明者および発明者所属機

関国籍を検索することによって，同社の研究開発の同際化の程度を同様に確認

していく。それによって，日米の代表的特許取得企業であるＩＢＭ社とキャノ

ン社の研究開発の国際化の差異がどの程度なのかを検証してみる。

２分析方法

企業による研究開発活動の国際化の程度を定量的に吟味する場合の方法とし

て，特定企業や産業の海外における研究開発費，研究開発スタッフ数，等々の

インプットの側面から見ていく視点と，科学技術論文や特許等のアウトプット

の側面から見ていく視点が多々なされてきた。本論文では，後者のアウトプッ

トの視点から検証していく。特許データに関しては，米国特許データをUS

PatentandTrademarkOffice（=USPTO）の公開データ，そしてIBM社と

キャノン社の米国特許の発明者国籍に関しては，ＵＳＰＡＴＦＵＬのデータ検索に

それぞれ依拠している。さらに米国企業の研究開発の国際化を吟味していく

新たな試みとして，ここでは米国内に在住する外国籍自然科学系研究者・技術

者の実態を，NationalScienceBoard（=NSB）のScience＆Engineering

Indicatorsを参考にしている。

特許データを検索する主たる目的は，それら特許明細に掲載されている発明

者所属の特定企業・研究機関の所在地国籍を明らかにすることにある。した

がって，米国および日本特許発明者国籍はともにこれら発明者のパスポート

国籍ではなく，彼らの所属機関所在地国籍によって表示されることになる。し

かしながら，この分析手法では，たとえば米国多国籍企業の海外研究開発拠点

に所属する研究者・技術者が著者ないし発明者となっている場合のみを研究開

発国際化の対象としてしまい，米国本国の研究開発部署に所属する外国籍研究

者・技術者が著者ないし発明者となっている場合には，あくまでも米国内にお

ける研究開発活動として扱われ，その結果，研究開発活動の国際化の対象から
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は捨象されることになる，

本論文ではそれに対して，こうした米国内所属機関において研究開発活動を

担っている外国籍研究者・技術者数をも考慮に入れた場合には，研究開発国際

化の程度がどのようになるのかをIBM社を中心に検証していく。何じょうに

日系企業のキャノン社が米国および日本国内で取得した特許を検索することに

よって，ＩＢＭ社との研究開発の国際化の程度を同じ基準で比較していく。

a米国企業の研究技術開発活動の国際化の再定義

３．１米国内の外国籍研究者・技術者の所属機関国籍とパスポート国籍

米国内の研究技術開発機関に従事する外国籍研究者・技術者数は全体のどれ

くらいを占めているのだろうか。2000年頃にはすでに，シリコンバレーの高度

技術者の３分の1以上がアジア系を中心とする外国籍であることは著名である

(SaxenianA:2005)。こうした高度の研究技術開発に従事する外国籍研究者・

技術者数を推定する場合には，海外から米国の自然科学系の大学，特に大学院

に留学する学生数が参考になる。なぜならば，彼らは，これらの自然科学系の

学位（特に博三ヒサ）を取得後，いわゆる高度職業人として米国に引き続き滞在

する傾向にある。例えば，2005年に科学技術系の学位（博士号）取得した

31,600名のうちの70％が10年後の2015年にも引き続き滞在（居住）していた。

特に，’１．国系学位（博士号）取得者10,700名のうちの90％，インド系の3,500名

のうちの85％，韓国系3,000名の56％が１０年後も滞在し関連業務に従事してい

た（ＮＳＢＳ＆EIndicators2018)。こうした留学ビザ（F-l）からいわゆる科学

技術系のHighSkilledWorkersに発行されるＨｌＢピザ数は，インドをはじめ

とする海外からの申請者数も含めると，2000年以降，毎年１０万～20万件になっ

ている。

その結果，2015年の米国における科学技術関連職業の従事者のうち，海外で

生まれた従事者の比率は，学部卒で211％，修士で382％，そして博士学位取

得者で453％を占めており，より高位の学位取得者ほど米国に留まり科学技術
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表１米国における科学技術関連職従事者数に占める海外生まれの従事者の学歴別比率

（単位：％）

田歸研■■闘研■￣■、■■■
■匹駆印一■---■■
囮騒三泊一一一■旧一
面層、－－－■￣－

－￣
出所：NSB,Ｓｃｊｅ"Ｃｅ＆Ｅ"g/"ccγｊ"ｇﾉﾉzdjcaZo応２０１８．

注：SESTST=ScientistandEngineersStatisticalData，NSCG=NationalSurveyof

CollegeGraduates，ACS=AmericanCommunitySurveyによる調査データ。

関連職に従事する傾向にある（表ｌ参照)。しかもこれらの比率は，表１に示

されているように，次第に高まってきている。このことは，米国大学・企業の研

究機関名で発表，公開されている科学技術論文著者や特許技術発明者の38-45％

以上がＵＳ以外で生まれた研究者・技術者によって占められていることになる。

特に，ＩＴ系企業の研究・技術職に従事している海外生まれの従事者のうち，

専門分野がコンピューター・数学系分野の職の場合は，修士号および博士号保有

者の比率は，2015年現在，それぞれ約50％と55-60％となっている（NSB2018)。

したがって，すでに述べたように毎年３万人前後の海外からの留学生が自

然科学系の学位（博士号）を取得したのちに，１０年後も，その約70％が引き続

き米国に滞在して日然科学分野の高度職業人として研究技術開発分野の仕事に

従事しているとすれば，上記の比率はさらに高まっていくことが想定されうる

ことを意味する。

３．２所属機関所在地国籍とパスポート国籍

さらに，こうした自然科学系の海外留学者（留学ビザ:F-l）が,学位取得後，

ポスドクとして引き続き米国の企業をはじめ研究開発機関に従事する人たちも

含めた外国籍のHighSkilledWorkersに発行される米国ビザのＨｌ－Ｂビザ承認

数は,2007年以降，毎年１８万～35万件となっている（2017年は約19万７千件)')。
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1993 2003 2015

SESＴＡＴ SESＴＡＴ ＡＣＳ NSSＣＧ ＡＣＳ

大学卒全体 1５８ 22.6 25.2 30.0 28.8

(学部卒業者） 11.4 16.4 18.7 2Ｌ２ 21.1

(修士取得者） 20.7 29.4 32.0 40.6 38.2

(博士取得者） 26.8 36.4 38.7 42.3 45.3



[論文］日米企業の研究開発の国際化はどの程度まで進んでいるのか（林）

こうしたＨｌ－Ｂピザで高度職業人として研究技術開発関連業務に従事する外国

籍の人たちの論文著者国籍，特許発明者国籍のカウントの仕方によって，

Ｒ＆Ｄの国際化の程度は著しく実態と異なってくることになる。

ここで再度，留意する必要がある点は，こうした研究者の論文や特許が公開

された場合，著者・発明者の氏名・所属が記載されるが，データベース上の著

者・発明者国籍は，通常，所属機関所在地国籍が記載されている点にある。こ

のことは，換言すれば，技術集約型の米国系企業所属の研究者・技術者のパス

ポート国籍が米国以外であったとしても，彼らが所属する研究機関の所在地が

米国である場合には，彼らの国籍は米国として表示されることを意味する。こ

のことは，したがって，以下の２点を意味することになる｡その第１点目は，

米国企業にとってはCrossＢorderＲ＆Ｄの必要性が，国内に外国籍研究者・

技術者を抱えていない諸国の企業に比較して，相対程度低くなること。そして

第二点は，米国企業所属の外国籍研究者・技術者が発表および発明した科学技

術論文数や米国特許数を研究開発国際化の指標に入れた場合には，従来の米国

企業の研究開発国際化比率はかなり高まること，以上の２点である。

そこで次節において，米国特許件数上位35社とＩＢＭ社，および日系企業の

米国特許件数上位35社とキャノン社の米国外発明比率による研究開発の国際化

の程度，そして上記の米国内外国籍研究者・技術者数を考慮に入れた場合の研

究開発国際化の程度を再検討してみよう。

４．米国特許件数上位米国企業35社とｌＢＭ社の研究技術開発の国際化の程度

４．１米国特許件数上位米国企業35社の国際化の程度

米国特許認可件数上位米国企業35社の米国外（海外）発明件数比の推移を

吟味してみる。図ｌは，米国上位35社の米国外平均発明比率および主要ＩＴ系

企業の同発明比率の推移を示している。

図ｌに示されているように米国上位35社平均の米国外（海外）発明比率は

2011年の15.2％から2015年には17.0％へと上昇している。米国外（海外）発明
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図１米国特許件数卜付35社と主要ｌＴ企業の米国外発明比率推移

USPTOデータベースより算出出所

注１ 米国外発明比率の米国外の定義は，筆頭発明者の所属機関所在地国籍に基づく。

したがって。同一特許の発明者は通常複数であるが，第二発明者以降の所属機関

国籍はカウントされていない

ソコ内の数値は ８位は2015年米国特許件数の順位。注２ :企業名に付されている力

ＧＭＧＬＯＢＡＬＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ〈

比率の定義は， 同図脚注にも記されているように， 特許技術発明者数は一般的

ここでは筆頭発明者の所属機関所在地国籍のみをベースとしに複数であるが，

ている。そのた， 共同発明者所属機関国籍に米国外の機関が含まれていてもそのため‘

ここでは捨象されている。

換言すれば，こう

国外発明比率は，Ⅲ

した共同発明者の国籍を含めると， 図１に示されている米

･同様に＿卜付作業の17％からさらに高まることを意味する（

2015年水準は2011年水準との比較に多くを占めてい るＩＴ系企業の同比率も，

修ＧＥ社以外はすべて高まっている。 前節にお､ $てみてきたように，おいて、

士修了以上の研究者 ･技術者の406-45.3％が米国内所在の機関に所属する外

1７７
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国籍研究音・技術:昔によるものであったとすれば，これら35社の|厄|米国外発}Ⅲ

比率は170％を除いた特許件数の33.7％-37.6％に相当する。

換言すれば，同際化の定義を“BornOutsideoftheUS，,とすれば，2015年

における米系_上位35社の米国外発|ﾘ1比率の17.0％と米国内外lF1籍研究者・技術

者による337-37.6％の合計額である507-546％前後が'1-1年の広義の意味での

研究開発lK11際化比率ということになる。

さらに似１１に示されているGMOlobalTechnology（８位）を除いた電気

電子系米系上位９社の米国発明比率は2011年の121％から2015年の17.5％へと

上昇してきた。すでに見てきたようにＩＴ系企業の研究・技術職に従事して

いる海外ﾉｌｔまれの従事者のうち汗専門分野がコンピューター・数学系分野の職

の場合は，修十号および博士号保有者の比率は，2015年現在，それぞれ約50％

と55-60％となっている｡何様の計算〃法でみた広義の意味での研究開発国際

化比率は，米国外発明比率の17.5＆に415％と49.5％を力Ⅱ１床した590％-67.0％前

後ということになる。

そして最後に発明件数最上位のIBM社の事例から'１１比率の推移を確認し

てみると，川社の米国外発明比率は2011年の20.5％から2015年には29.6％へと

上昇してきている。そこで次節において，｜ｉＩ社の米国特詐筆頭発|ﾘl者（所属機

関所在地）［Ｈ１籍でみた研究技術開発の'五l際化の程度が，共'１１発明者の同国籍お

よび米国内外1K1籍研究者・技術者を考慮に入れた場合にどのように変化するか

をより詳細に見ていく。

４２１ＢＭ社の米国特許の発明者国籍比率と研究技術開発の国際化

ここでは，｜『1社所属の研究者・技術者が発ⅢI者として記救されている米国特

許を検索し筆頭発明者のみならず他の共同発明者の所属機関|工1籍，および米

国居住外'五1籍研究者・技術者の割合をhl1味した場合の研究開発活動の国際化が

どのように変化するのかを検討していく。

図ｌに示されていたように，ＩＢＭ社の米1K1特許件数に｢l｢める米国外発明比

率は，2015年に29.6％であった。他方，すでに前号（林，2018a）で見てきたよ

－１７８－
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うに，同社による研究開発活動の国際化の程度を，米国特許件数に占める共同

発明者を含む所属機関国籍が外国籍の発明者による特許件数の割合は，2015年

には35.9％におよんでいた。

したがって，筆頭発明者所属機関国籍のみを対象にした場合の研究開発国際

化が29.6％，それに対して共ＩⅢ発明者所属機関国籍も対象に入れた場合の同比

率が359％になることから，後者は前者よりも6.3％ポイント分高くなることに

なる。この同社の米|F1特許発1ﾘI件数の６３％が筆頭発Iﾘ1肴を除く共同発明者

所属機関国籍が米llil以外であったことを意味する。

そして，本論文の研究課題である米国内所在の研究技術開発部署に所属する

外国籍研究者・技術者による米国特許発明件数を含めた場合には，研究開発の

国際化はどの稗度になるのであろうか。すでに見てきたように，米国において

科学者・技術者としての職に従事している海外生まれの従事者のうち，専門分

野がコンピューター・数学系分野の職の場合は，修士号および博1号取得者の比

率は,2015年現在,それぞれ約50％と55-60％となっている（NSB,2018)。そこで，

上記比率がIBM社の米|玉1ｲﾘ|:究技術開発（Research＆Development=R&D）拠

点に従事する研究者・技術者数にも該当すると想定した場合，川社の2015年米

国特許が米国所在地の研究開発拠点に所属する研究者・技術者によって発明さ

れた割合である64.1％の約50％-60％，すなわち32.1％-38.5％が米国内研究

開発拠点に所属する外国籍研究者・技術者によって発明されたことになる。仮

にこうした米国内Ｒ＆Ｄ拠点に従事する外国籍研究者・技術者による研究開

発活動による成果も，研究開発活動の国際化としてカウントした場合には，米

国特許発明でみたIBM社の研究開発活動の1'(1際化は，米11(|外（海外）の研究

開発活動比率の35.9％に米国内居住外国籍研究者・技術者の研究開発活動によ

る321％-385％分を加えた，６８０％-744％ということになる。仮にこの数値

が実態を反映しているとすればＵＳＰＴＯが公開しているＩＢＭ社の米国外発明

比率でみた研究開発国際化率の296％は著しく過小評価されていることになる。
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米国特許件数_L位日本企業35社とキャノン社の研究技術開発の国際化５．

の程度

米国特許件数上位日本企業35社の研究技術開発の国際化の程度５．１

米国特許件数上位日本企業35社平均の米国特許件数に同じように図２は，

トロニクス系日本企業と総合占める米国内発明比率の推移， および主要エレク

ただし日系企業の米国特許件数電機メーカーの日立の同推移を示している。

に占める米国内発明比率は海外発明比率の一部を占めるも のであり‘ したがっ

て前者の値は後者よりも」､さくなる点に 留意する必要がある。 しかしながらこ
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図２米国特許件数卜付日本企業35社の研究技術開発の国際化（米国発明比率）の推移

出所：ＵＳＰＴＯデータベースより算出

:米国発明比率の定義は， 筆頭発明者の所属機関所在地国籍が米国である場合。同 特許注１

の発明者は通常複数であるが 第二発明者以降の所属機関国籍はカウントされていない。

企業名に付されているカッコ内の数値は，海外企業を除いた日本企業だけの2015

年米国特許件数の順位。なお，図２の対象に入れていない，2015年米国特許件数

:企業名に付されてい注２

9位のブラザーエ業および'０位の半導体エネルギー7位のトヨタの同比率は0.9％

研究所はともに１０％となっている。
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れら企業の米国研究開発拠点は，海外研究開発拠点のなかでもより重要な位置

を占めている傾向にあること，および米川への特許出願であることを考慮する

と，日系企業の米国特許件数に占める米国内発明比率と海外発明比率との差異

はかなり大きな値とはならないIiJ能性があるが，この点については後述のキャ

ノン社の事例で検証していく。

重要な点は，これらＨ系35社平均の米国特許の米国内発明比率は，2011年の

3.7％から上昇することなく，2015年には３３％の低水準に逆にわずかながら低

下している点にある。

日系企業上位35社のなかで，もっとも米I刊内発明比率が高い企業は，ホンダ

社（2015年日系企業による米国特許件数第12位）の16.4％（2015年）であるが，

同社の比率は2011年の209％から低下傾向にある。図２に示されている日系主

要上位電子・電機企業９社の中で，もっとも高い米国内発明比率を示している

のは，ソニー社であるがそれでも2015年の|可比率は91％水準であり，２０１１

年（9」％）以降上昇傾向を示しているとは言えない。これら電気電子分野の

Ｈ系企業の中で米|玉|発|ﾘl比率を2011年の4.0％から2015年の８３％に持続的に高

めてきた企業は富士通のみであるがそれでも１０％以下の水準となっている。

したがって，日系上位電気電子企業の米IR1内発明比率は，図ｌに示されてい

る米系IＴ企業８社の海外発明比率がすべて１０％以上であることに比べると明

らかに低い水準となっている。

2015年の米国特許認ijl件数でみたロ系企業の最上位企業はキャノン社であっ

た。しかし同社の米国発明比率はわずか14％にすぎず，しかも2011年の13％

から上昇して来たとは言えない。そこで次節において，日本，米国において日

本企業として特許取得最上位のキャノン社の事例を，共同発明者の国籍も加味

することによって，より詳しく研究技術開発の国際化の程度を分析してみる。

その際，ここで留意する必要がある点は，ロ系企業が日本国内に出願して認

可された特許件数に占める海外発明件数の比率は，これら企業に認可された米

国特許件数に占めるロ本を除いた海外発明件数の比率よりもさらに低くなると

いう点にある。日系企業に限らず，海外に特許出願する件数は，Ⅲ'請・登録.

－１８１－
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更新等々に要する費用に規定されると同時により戦I路的意味を有する発明技

術に限定して申請される傾向にある。逆にＩＥＩ内に申請される特許件数はより

低コストで済むことに加えて，防衛的特許や将来的に使用するかどうか不透明

な国内発WI特許件数が増える分，一般的に企業が海外で発明した技術を本国に

特許出願する件数は国内・海外発明合計特許件数に対して相対的に低下する傾

向にある。この論瑚に従えば，米系企業が米ｌｌｉｌ内に特許出願し認TiJされた米国

特許件数に占める米IEI外発明による特許件数の比率は，米国から海外主要国に

特許出願した発明技術件数に占める海外発明比率よりも低下することになる。

したがって，図ｌとlFq2の比率をliil-基準で比較する場合には，（１）分析対

象の日系企業が米国に出願し，認可された米１１{1特許件数のうち，米|司内発明の

みならず日本国外で発明された全ての海外発lﾘ]特許件数を加えた数仙を算出し

て比較すること，および（２）これら日系企業が｢１本|'('内に出願し認可され

た日本の特許件数に占める海外発明特許数の比率を算州して比較・検証する必

要がある。本論文では，キャノン社に限定して2015年の上記（１）と（２）を

次節で吟味していく。

５．２キヤノン社の研究技術開発の国際化比較

つぎに，｜xlLIXl2の米国特許認可件数との比較｣二，キャノン社が2015年に

米国で認ｎJされた特許件数うち，米国以外の海外発ｌｌｌ特許件数（}1本での発明

を除く）をみていく。

５．２．１キャノン社の米国特許件数に占める海外（日本を除く）発明件数と比率

図２に示されていたようにキャノン社の米国特許件数のうち，米国内で発

明された比率は，わずかに1.4％でしかなかった。そこで，同様の手法で，海

外発明所属機関国籍を検索することによって海外発１Ｎ件数とその比率を算出し

てみよう。表２は，同社の2015年米国特許件数を発明者所属機関'五1籍ごとに分

類したものである。

表２，３に示されているように，キャノン社が米国に出願後，2015年に公開

－１８２－
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表２ キャノン社の米国特許件数に占める日本国内・海外所属機関国籍別発明件数

(2015年米国特許）
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出所：ＵＳＰＡＴＦＵＬ検索より作成

注：それぞれの件数には．所属機関国籍を異にする複数発明者による共同発明も含まれ

ているケースも存在しうる。例えば日本に所属する発明者と米国に所属する発明者

間の共同発明特許件数が１件であっても， 日本１．米国１と表示されている。した

がって，重複した分も含めた合計件数は3,515となる

件となっているので，重複件数は47件となる。

同社の2015年米国特許は3468

された特許件数3.468件のうち． 日本国内だけで発明された特許件数は 3.298

件であるので， 同社の米国特許件数の951％が国内単独発明， 海外発明は残り
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表３キヤノン社による米国特許の発明者所属機関国籍別特許件数（2015年）

出所：ＵＳＰＡＴＦＵＬ検索より作成

注：海外単独発明＊：ＡＵＳ,２６件；ＦＲＡ３２件；ＵＳ,５９件；ＣＨＮ，３件；DEU，２件；IND；

ＮＬＤＴＷＮ，各１件。

海外共同発明（日本十海外）“：JPN-US,２１件；ＪＰＮ－ＴＷＮ８件；JPN-FRA;JPN-

IND;JPN-POL;JPN-UK;各２件，JPN-AUS;JPN-AUT;JPN-CHN;JPN-DEU

各１件。

海外共同発明（海外間）…：ＵＳ－ＡＵＳ,２件；ＵＳ－ＣＡＮ;US-FRA;ＵＳ－ＩＮＤ，各１件。

国名コードに関しては，表２を参照されたし。

の4.9％であったことになる。これらの海外発明件数のうち，海外機関だけに

よる単独発明件数（126件）は全体の3.63％，そして日本の機関と海外機関と

の共同発明特許件数は，米国との21件，台湾との８件をはじめ合計41件（全体

の118％）となっている。これら日本との共同発明機関の国籍と件数は，それ

ぞれ米国（21件)，台湾（８件)，英国（２件)，ポーランド（２件)，インド（２

件)，フランス（２件)，ドイツ，中国オーストリア，オーストラリア，各１

件の合計１０か国であった。海外単独発明件数がもっとも多いのは米国（59件)，

続いてフランス（32件)，オーストラリア（26件)，中国（３件)，ドイツ（２件)，

以下，インド，オランダ，台湾英国が各１件，合計126件となっている。さ

らに，同社の海外研究開発機関のなかで，海外との共同発明件数の多い機関国

籍は米国であり，日本との21件をはじめとして５か国との共同発明５件がなさ

れている。したがって，同社の米国特許件数（2015年）3,468件に占める米国

関係の発明特許件数は，米国単独発明（59件）がL70％，米国との共同発明２６

件の075％を加えた245％になる．米国とのロ本を除く共|司発明５件と米国単

－１８４－

Ｎ ％

日本国内発明 3,298 95.10

海外発|ﾘ］（ｌ＋２＋３） 172 4.90

ｌ：海外単独発明． (126） (3.63）

２：海外共同発明（|]本十海外）
＊＊

(41） (Ll8）

３：海外共同発|ﾘ］（海外間）
＊＊＊

(5) (014）

合計 3,468 1００
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独発明を加えた64件（全体の185％）が，筆頭発明者所属機関国籍が米国とな

る最大件数として推定される。ＵＳＰＴＯによるキャノン社の2015年米国特許の

米国発明比率は，１４％であった。それに対して，ＵＳＰＡＴＦＵＬでの検索結果

から，同社による同年の米国特許の米国内（筆頭者）発明比率は，1.70％-

185％の範囲にあることになる。いずれにせよ，キャノン社の2015年米国特許

件数に占める共同発明を含めた海外発明比率の4.9％のうち，米国発明（185％）

を除いた3.05％が米国外の海外発明比率となる。そして，海外単独発明比率の

3.63％から米国単独発明比率の1.70％を除いたL93％が米国を除く海外発明比

率となる。したがって，同社の米国特許件数に占める米国内発明件数よりも米

国外海外発明（日本を除く）件数のほうが上回っていることになる。同社の

ケースでは，特にフランスとオーストラリアのＲ＆Ｄ拠点が米国に次いで貢献

している。しかしながら。同社の海外発明件数125件（単独発明・共同発明を

含む）に占める米国関連の発明件数（85件）は68％を占めており，米国Ｒ＆Ｄ

拠点が海外Ｒ＆Ｄ拠点のなかで最重要拠点としての位置を占めていることには

変わりはない。

次にＩＢＭ社の米国国内特許と同様に，キャノン社が日本国内に出願し，

2015年に公開（登録公開）された日本での特許件数のうち，海外発明がどれく

らいであるのかを検証してみる。

５．２．２キャノン社の日本特許件数に占める海外発明比率

同社の2015年に公開された日本での特許件数は，合計13,039件であった．そ

のうち，海外発明件数は表４に示されているように，海外との共同発明を含め

て合計57件であった。

その内訳は，米国発明が33件で海外発|Ⅲ件数の57.9％，オーストラリア発明

が15件（26.3％)，フランス発明が４件（83％)，ポーランドと中国がそれぞれ

２件（4.2％)，そしてイタリア１件であった。

表４，表５に示されているように，キャノン社による日本での公開特許件数

に占める海外発明件数の比率は，日本との共同発明件数を含めた重複件数

－１８５－
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表４キャノン社の日本国内・海外所属機関国籍別発明件数

（2015年日本特許：カッコ内は全体重複件数対数比）

出所：ｎ本特許公開広報より検索作成

注ｌ：公開特許（登録・公開の概略）

注２：カッコ内は所属機関国籍単独発明の特許件数。たとえば，ＵＳＡのTotal33の場合，

７件が日本所属機関との共同発明を含む特許件数，２６件が米国所属機関だけの発

明特許件数を意味する。３３件のうち，６件は筆頭発明者所属機関が日本である。

オーストラリアの共|同１発|ﾘ]の１件の筆頭発明者凶籍はn本。したがって，国際共

同発明件数のうち，筆頭発明者所属機関同籍が海外の件数は48件であった。

注３：発明者所属機関国籍がn本になっているが，明らかに外国籍と判断しうる発明者

とlEI本人発明者との共IiFil発明件数が計18件，また外ﾄﾋﾞ1籍（中国籍もしくは韓|工|籍）

と思われる発明者単独の発明特許件数が２件存在する。したがって，キャノン社

日本国内機llLl所属の外IF|締発明者数が関係した特許件数は多くても20件となる。

(13,057件）に対しては，0.44％（57/13,057)，筆頭発明者を海外発明に限定し

重複を除いた特許件数（13039件）にたいしては037％(48/13,039）に過ぎない。

したがって，lii]社の研究開発国際化比率がこの日本国内公開特許件数で見た場

合には，0.44％と0.37％にすぎないということは，逆に本国での発明比率はそ

れぞれ99.56％と99.63％におよぶということになる｡

－１８６－

キャノン

(13,039）
ＵＳＡ ＡＵＴ FＲＡ PＯＬ CＨＮ IＴＡ JPN Total

ＵＳＡ
2６

(00020）

０ ０ ０ ０ ０ ７

(0.0005）

3３

(0.0025）

ＡＵＴ
1４

(0.0011）

０ ０ ０ ０ 1

(0.0001）

1５

(00011）

ＦＲＡ
４

(0.0003）

０ ０ ０ ０ ４

(0.0003）

ＰＯＬ
２

(00002）

０ ０ ０ ２

(00002）

ＣＨＮ
２

(0.0002）

０ ０ ２

(00002）

IＴＡ
０ １

(0.0001）

１

(０．０００１）

JPN
12,991

(09949）

13,0000

(0.9956）

Total
13,057

(LOOOO）
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表５キヤノン社による日本（国内）特許の発明者所属機関国籍別特許件数（2015年）

Ｉｌ１所：「1本特許公開広報より検索作成

表４．５に示されている同社の日本での特許件数（2015年）のうち，海外発

明による特許件数が57件であったのに対して，表２に示されていた同社の米lKl

特許件数（2015年）のうち，172件が単独・共川を含む海外発|ﾘ}による特許件

数となっている。換言すれば，日本国内特許以上に米国特許に対して，海外発

明，特に米国発明が貢献していることになる。

しかも海外発Iﾘ]が関与している|]本での特許件数57件のうち，’１１社海外拠点

に所属する研究者・技術者による発明が48件，日本における研究開発拠点と海

外の研究開発間の其|同|開発はわずかに９件にすぎず，そして海外拠点間の共|可

発明件数は見出されなかった。

なお，同表の脚注にも述べられているように同社の'1本所属機関に所属す

る発明者のパスポート国籍が外国籍と思われる発明者が単独ないし共同で発|ﾘＩ

している特許件数は20件存在しているに過ぎない。したがって，国内在住の外

|到籍発明者による特許件数と海外発明件数の57件の合計件数である77件が，ｌｉＩ

社の日本ＩＥＩ内特許件数に占める比率は，わずかに対公開件数で0.43％

(77/13039）と対重複件数で0.59％（77/13057）ということになる。

他方，｜xl1に示されていたように，2015年にIBM社に米国で認可された米

国特許認11J件数に占める国外（海外発明）比率は，29.6％であった。そして'叉Ｉ

１およびｌＸｌ２の発明の数値は，筆頭発明者の所属機関国籍のみをベースにして

いる。そこで，すでに別論文（林2018b）で検証してきたように同社の米

－１８７－

Ｎ ％

日本陸|内発IﾘＩ 12991 99.63（99.49）

海外発lﾘＩ（ｌ＋２＋３） 5７ 0.44（0.44）

ｌ：海外単独発明＊ (48） 0.37（037）

２：海外共''1発明（日本十海外）
中心

(９） －（－）

３：海外共同発明（海外間）
中中＊

(Ｏ） －（－）

合計 13.039（13,057） l()0０（100.0）
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国公開特許を筆頭発明者のみならず，共同発明者の所属機関国籍も何時に検討

した場合には，｜可社の海外発明所属機関国籍数は，単独機関による海外発明者

所属機関国籍数は26か国，そして共同発明に参加した海外発明者所属機関国籍

数は57か国に及んでいた。すでに，4.22で指摘したように，同社の筆頭発明者

のみならず，これら共|i１１発lﾘlを合わせた海外発明の比率は，2015年現在．

359％であった。しかも，何年のIBM社の米国公開特許件数（10,411件）のう

ち，米国発明件数が6,671件（64.1％)，海外発明件数（共同発明件数を含む）

が3,740件（359％）となっている。したがって，同年のキャノン社による日本

公開特許件数のうちの海外発明による件数（172件）は，ＩＢＭ社の米国外発明

による米国特許件数（3,740件）のわずか4.6％の水準でしかないことになる。

そして，ＩＢＭ社の米国内機関に所属する発明者の50-60％が外国籍である

ことが想定されることから，単純計算すれば6,671件のうちの3,335-4,003件ほ

どが米国在住の外国籍発明者によるものであったことになる。換言すれば，日

本国内在住の外'五|籍発}ﾘ]者によるキャノン社のＨ本'五|内特許件数20件は，同年

のIBM社の米国国内外'五１籍発明者による特許件数3,335-4,003件のわずか

0.50％-0.60％に過ぎなかったと推定することができる。

６まとめと結論

米系多国籍企業と日系多国籍企業による研究開発活動の同際化の程度は，米

国内の外国籍研究者・技術者の研究成果を考慮に入れた場合には，従来のアウ

トプット上の比較以上にきわめて大きな差異が生じていることを検討してき

た。再度，その点を表６，７から確認してみよう。

表６に端的に示されているように，ＩＢＭ社による2015年の米国特許件数の

うち，海外所属研究者・技術者による発明比率は，海外単独（筆頭発明者が米

国国外）で29.6％，海外・岡内共同発明を含めた場合が359％，そしてさらに

米国内在籍の外倒籍研究者・技術者による発明も考慮に入れた場合には，推定

－１８８－
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表６１ＢＭ社とキヤノン社の米国特許技術発明でみた研究開発国際化比率（2015年）

（カッコ内は日本国内特許に占める比率：％）

出所：ＵＳＰＡＴＦＵＬより検索作成

注１：１１('内の外国籍発明者を含む海外発明比率は，ＮＳＢ（2018）のデータに依拠して，

コンピュータ・数学系修士・博士修了者の50-60％が外国籍であることを想定した

推定値。キャノン社の場合は，｜可社の日本国内特許（約13,039件）を検索して算出。

表７ＩＢＭ社とキヤノン社の特許技術発明でみた両社の海外・外国籍件数比較

ＩＢ、１ＡイノンＢＯＯ

〕７イ’ｍ

５７ｆｌ．０

３］〕５４００〕イ０００１１

出所：表４に同じ

値として68~74％が見込まれた。他方，キャノン社による同年の米国特許発明

件数のうち，海外単独発明特許の比率が36％，海外・日本国内共同発明を含

む海外発明比率が5.0％（496％）であった。

さらにIBM社の米国国内特許との比較上，同様にキャノン社の日本国内特

許で検証すると，キャノン社の日本特許発明件数のうち，海外単独件数の発明

比率は0.4％（037％)，海外・日本国内共同発明を含めた件数比率は0.4％

(0.44％)，そして日本国内在住の外国籍発明者による件数を加えた発明比率は，

0.6％（0.59％）であり，いずれも１％水準以下であった。さらに表７に示され

ているように，これらの海外・外国籍研究者・技術者による発明件数を比較し

てみると，キヤノン社の件数はそれぞれ，ＩＢＭ社の46％，25.8％，そして0.5

～0.6％水準でしかなかった。

以上，本論文の検証結果から，上記の日米の代表的特許取得企業間の外国籍

研究者・技術者による特許技術の発明に見いだされる貢献度の差異を考慮に入

－１８９－

IBM社 キャノン社

国内発Iﾘjを除いた海外発明比率 29.6（610） 3.63（0.37）

国内・海外共同発明を含む海外発明比率 35.9（682） 4.96（0.44）

国内の外国籍発|ﾘ]者を含む海外発明比率
(1)

１

４
３
●
●

４
７
７
８

｜
’

０
１
●
●

８
４

６
８く －（0.59）

IBM（Ａ） キャノン（B） (B)／(Ａ)*lOO

海外発1ﾘ}件数（米ﾄﾋﾞ1特許） 3737件 172側
－

－ 4.6％

海外発|ﾘj件数（Ⅱ本特許） 221件 57件 25.8％

国内外剛籍発明者件数 3,335-4,003件 20件 0.5-0.6％
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れた場ｲﾔｰ，以下の３点を指摘することができる。

第１点Ｈは，米国居住の外国籍研究者・技術者によるアウトプットを研究開

発の国際化概念に含めた場合には，米系企業の研究開発国際化の程度は大幅に

上昇することが愁定されうること。そして第２点目は，米国内で高度な研究教

育機会を享受した外国籍の研究開発人材を米国内で活用しうることは，研究開

発の国|際化に伴う異文化環境「にある海外研究者・技術者との調整コスト

(coordinationcost）の発生（Asakawa,Ｋ：2001,Belederbos,Ｒ,et,ａＬ：2013）

というネガティブ要素が大幅に軽減されること。そして３点目に，逆に日系企

業の場合はクロスボーダーの研究開発の国際化それ自体が極めて低水準である

こと。そして国内の外国籍研究者・技術者の活用機会が大きく制限されている

ためにクロスポーダーの研究開発人材の活用に伴う調整コストが大幅に高く

なること，以上の３点である。

換言すれば，米系企業は新規技術の研究開発体制を，米国内外国籍研究者・

技術者の活用機会が大きい分だけ，“CrossBorder”化させる必要性はその分

低下することを意味する。他方，日系企業の場合は，逆にその必要性が大きく

なることを意味する。しかしながら，研究開発活動をその特許技術の発明とい

うアウトプットの側面から吟味すると，キャノン社の事例を中心に検討してき

たように日系企業の研究開発システムは極めて国際的』性格に欠けるという意

味でのClosed（閉鎖系）イノベーション・システムであると結論付けざるを得

ない。このことは，情報技術，デジタル技術の革新とともに事業環境が

"Turbulent”になり，バリューチェーンが他社の経営資源を柔軟に活用しうる

企業間・事業間の連携・提携・移管・委託を通した国際的性格を帯びるにつれ

て，Ｒ＆Ｄ戦略上，こうした閉鎖系の研究開発システムに内包するネガティブ

な要素がいっそう重みをもってくることを示唆している。

－１９０－
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[注］

Hl-Bビザには科学技術系のみならず，人文・社会科学系の学卒・院修了者によ

る米'五1企業や現地法人での就労者川ビザも含んでいる。したがって，Ｈ１－Ｂビザ

発行数と科学技術系の高度職業人数とは一致しない。ただしＨｌ－Ｂビザ請願受

付者の約85％は科学技術系であり，残りが教育，管理，企=業役職者等となって

いる。これらの科学技術系のうち，コンピューター関連だけで全体の68.6％

(2015年，68.7％：2017年）を占めている。

USCISによると２０１５ｲi三現在のＨｌ－Ｂビザ請願受付苦数（シェア）国籍別内訳は．

インドが26.97万人（80.5％)，中国（3.25万人．8.8％)，カナダ（0.51万人14％)，

韓ＩＲＩ（0.43万人，Ｌ2％)，フィリピン（0.41万人，Ｌ1％)，台湾（026万人,0.7％)，

メキシコ（0.25万人，0.7％)，以上が2000名以上の上位６か国。

IIl-Bビザ請願者の約80％を占めるインドからの巾読者の多くは，したがって全

体の１１]請分野の７割を占めるコンピューター関連の技術肴であることが想定さ

れうる。

USCitizenshipandlmmigrationServices(USCIS)Data：

https://ｗｗｗ､uscisgov/sites/default/files/ＵＳＣＩＳ/Resources/Reports％２０

and％20Studies/Immigration％20Forms％20Data/ＢＡＨＡ/h-lb-2007-2017-trend‐

tablespdf,accessedJuly24,2018．

Ｈｌ－Ｂビザ以外に外国籍企業所属研究者・技術者をふくむ企業内転勤者として米

圧1拠点に勤務移動する場合の労働ビザは、ＨｌＢビザではなく、L-lビザとなる。

審査・承認は上記USCISの管轄となっている。

1）
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